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3-2-4 施工計画/調達計画 

3-2-4-1 施工方針 

本計画は日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工方針として以

下の事項を考慮する。 

・雇用機会の創出、技術移転の促進、地域経済の活性化に資するため、現地の技術者、

労務者および資機材を最大限に活用する。 

・本計画が円滑に実施されるようにキ国政府、コンサルタントおよび建設業者間に緊密

な連絡体制を確立する。 

・道路工事は効率的な資材の搬入と機材の稼動に基づいた仮設計画を立案する。そのた

めに現地の地形、地質状況等を十分に把握し計画に反映させる。 

・降雨形態、資機材調達に必要な期間、適切な施工方法の採用等を考慮し現実的な施工

計画を立案する。 

・現況交通量を著しく遮断せず、不都合が生じないような迂回路計画、および現場作業

工程を立案する。 

・日本からの工事用資機材の輸送については、定期貨物船が隔月配船であるため、輸送

計画の策定に十分な注意を払い、計画実施に遅延が生じないよう綿密な計画を策定す

る必要がある。 

 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

本計画実施に際しての留意すべき事項を以下に示す。 

(1)労働基準の遵守 

建設業者はキ国の現行建設関連法規を遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重

し、労働者との紛争を防止するとともに安全を確保するものとする。 

 

(2)工事期間中の環境保全 

工事開始前に「工事許可書」を受領する際に、許可の前提となる環境面の遵守事項に配

慮して工事の指導・監督に当たる。さらに、現状の環境保全を前提に既存構造物撤去に伴

う廃材処理、残土処分、舗装工事等により発生する粉塵、濁水対策等を考慮する。 

 

(3)現場の通信手段の必要性 

本計画の改修道路区間は、都市道路と位置付けられ、朝夕には通行車両が渋滞し、また、

日中は路線バスの往来と沿線住民の通行移動が行われている状況である。このような中で、

施工中の緊急時に一般交通および沿線住民の安全を確保し、また、工事にかかわる要員の

安全を確保する必要上、通信管理体制を整えるため、最低限必要な通信設備を考慮する。 
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(4)交通安全の確保 

工事進行に伴い安全に留意しながら、かつタイムリーに現道交通を円滑走行させるため

に、効率的な交通の切り回しなど、道路計画を考慮する。 

 

(5)通関事情 

輸入・荷卸しおよび通関手続き等の所要日数を考慮し、余裕を持った施工計画を立案する。 

 

(6)工程調整 

キ国側の負担工事の作業進捗を十分に確認・調整する。 

 

3-2-4-3 施工区分 

本プロジェクトを実施にするに当たり、日本およびキ国政府それぞれの負担事項の概要

を以下に示す。 

(1)日本側の施工負担範囲 

1)建設工事 

・ 対象区間道路延長 10.631km、既設道路の改修および排水施設の整備 

・ 路盤工、舗装工等の道路工事、および工事に係る必要な仮設工事 

・ 排水構造物工事、および工事に係る必要な仮設工事 

・ バス停の補修および新設 

・ 仮設施設（ストックヤード、ベースキャンプ等）の設置 

2)資機材の調達 

「3-2-4-6 資機材等調達計画」に示す道路および構造物の建設資材および建設機械の調

達を行う。 

3)安全対策 

工事実施に係る安全管理および対策を行う。 

4)コンサルタント業務 

「3-2-4-4 実施設計および施工監理計画」に示す実施計画、入札・契約書の作成、入札

の補助および工事の施工監理を行う。 

 

(2)キ国側の施工負担範囲 

1)工事および環境に係る許認可の取得 

施工業者入札前に、公共省による本計画にかかわる工事および環境に係る許可証の取得

を行う。 

2)通関、免税措置 

工事資機材の輸入品に関して、工事開始に先立ち、作成された輸入品リストを基にして、

キ国の港湾施設での通関、免税措置を行うための便宜供与を行う。 
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3)土地収用および補償物件 

「工事施工計画書」で示されたストックヤード等の施設の建設に必要な用地の確保、建

設に伴い発生する廃棄物処理・残土処分場の確保を行う。 

4)公共施設の移設等の便宜 

・ 道路横断公共埋設物（電話線、電気線等）の移設 

・ 歩道上の支障物件（ドラム缶、コンテナ等）の移設および歩道上の整備 

・ 浸透桝の整備 

5)その他 

・ 本計画実施に従事する日本人および第三国人（キ国民以外）の入国、滞在等に対し

ての便宜供与 

・ キ国政府が課す関税、国内税、その他税上の課徴金の免税または払戻し 

・ カウンターパートの指名、およびその要員の交通手段、経費の確保 

 

3-2-4-4 実施設計および施工監理計画 

(1)コンサルタント業務の実施工程 

本事業の実施に当たっては、まず日本およびキ国の両政府間で本事業の無償資金協力に

係る交換公文（E/N）の締結が行われることが前提となる。交換公文締結後、コンサルタン

トは JICA より発給される推薦状を基に日本の無償資金協力の範囲および手順に従い、キ国

の公共省との間でコンサルタント契約を結び、実施設計、入札補助業務および施工監理と

進める。以下コンサルタント契約に含まれる主な業務内容を示す。 

1)入札図書作成段階（実施設計段階） 

基本設計調査報告書の結果に従い、各施設の実施設計を行い、入札図書を作成し、公共

省の承認を得る。 

2)入札段階 

公共省は、コンサルタントの補佐の下、参加資格制限つき一般競争入札により日本国籍

の工事業者を選定する。この入札および工事契約に参加するキ国政府の代理人は、契約に

かかわる承認権をもつ者と技術分野の判断可能な者である必要がある。入札段階でのコン

サルタント補佐業務は以下のとおりである。 

①入札公示、 ②事前資格審査、 ③入札および入札評価、 ④契約締結 

 

(2)実施体制 

実施設計、工事入札の各段階でのコンサルタントの要員配置およびその責務は、以下の

とおりである。 

1)実施設計および入札図書作成 

業務主任のもとに編成された設計チームにより実施設計を行う。チーム編成に伴う各技

術者とその役割は以下のとおりである。 
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表 3-29 実施設計の要員配置 

担当 格付 役割 
国内

業務 

現地

業務 

合計

M/M 

(1) 業務主任 2 全体総括 0.95 1.20 2.15

(2) 道路設計(1) 3 道路設計計画、縦横断・舗装設計、

数量計算 

0.95 1.20 2.15

(3) 道路設計(2) 4 図面作成、照査 0.95 0.00 0.95

(4) 構造物設計 4 排水構造物調査、流況調査、設計、

図面作成、数量計算 

0.95 0.83 1.78

(5) 施工計画・積算 3 仮設計画、支障物件対応、物価調

査、施工計画、積算 

0.95 0.83 1.78

(6) 入札図書 4 入札図書作成 0.95 0.00 0.95

合計 9.76

 

また、この実施設計業務には入札図書の作成業務も含まれる。本計画は日本国の無償資

金協力によるものであることを念頭に置き、入札図書作成では以下の事項を考慮する。 

・入札指示書、契約書の書式等は、日本の無償資金協力のガイドラインに沿ったもの

とする。 

・技術仕様書は、キ国側の技術仕様書を考慮しながら、十分な品質を確保することを

主眼に置き作成する。 

・入札図書作成業務要員は、基本設計調査、実施設計にかかわる設計内容を熟知した

者を配置する。 

2)入札業務補助の実施体制 

入札業務を円滑に遂行するための各担当と役割は以下のとおりである。 

 

表 3-30 入札業務の配置計画 

担当 格付 役割 
国内
業務 

現地
業務 

合計
M/M 

(1) 業務主任 2 入札業務が円滑に遂行されるための
調整業務、すべての事項に関する総
括責任者 

0.25 0.37 0.62

(2) 入札スペシャリスト 3 道路設計（1）を配置。入札図書の照
査、入札公示、図渡し・現説、入札
および入札評価にかかわる諸業務 

0.25 0.37 0.62

合計 1.24

 

その他、以下のとおり補助要員の配置を計画する。ただし、要員 M/M には計上しない。 

・入札補助要員：入札図面類の照査、入札スペシャリストの補助 

なお、コンサルタントの入札補助業務は、契約の成立、契約書の承認確認も含む。 
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3）施工監理体制（コンサルタントの現場監理体制） 

コンサルタントは業者契約の締結後、施工業者に工事着工指示書を発行し、施工監理業

務に着手する。施工監理業務では工事進捗状況を公共省等に直接報告するとともに、業者

には作業進捗、品質、安全、支払いにかかわる業務、および工事に関する改善策、提案等

を行う。さらに施工監理の完了から１年後、完成検査を行う。これをもってコンサルタン

トサービスを完了する。 

施工監理業務でのコンサルタントの要員配置およびその責務は、以下のとおりである。 

 

表 3-31 施工監理業務の配置計画 

担当 格付 役割 
国内
業務 

現地
業務 

合計
M/M 

(1) 施工監理技術者 2 総括 0 1.00 1.00

(2) 常駐施工監理技術者 3 現地統括監理 0 9.00 9.00

(3) 完成検査 3 完成検査の立ち会い 0 0.37 0.37

合計 10.37
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3-2-4-5 品質管理計画 

ベースキャンプ内に試験室を設置し、路盤材、プライムコート材、アスファルト材、コ

ンクリート材および鉄筋の品質管理試験を行える設備を最小限日本から調達する。 

また試験室には、技術スタッフを配置し、現場の施工に対応できるような計画とした。

本計画の建設に必要な主な品質管理項目を表 3-32 に示す。 

 

表 3-32 品質管理項目 

項目 試験方法 試験頻度 

液性限界、塑性指数 

粒度分布（配合） 

骨材強度試験（TFV） 

骨材密度試験 

配合材料 

最大乾燥密度（締固め試験） 

配合毎 路盤（砕石） 

敷設 密度試験（締固め率） 1 回/日 

品質証明書 材料毎 プライムコート 材料 瀝青材 

保管・散布時の温度 配送毎 

瀝青材 品質保証書・成分分析表 材料毎 

粒度分布（配合） 配合毎、1回/月

吸水率 

材料 

骨材 

骨材強度試験（TFV） 

材料毎 

アスファルト 

舗設 サンプリング・マーシャルテスト 1 回/日程度 

セメン
ト 

品質証明書、化学・物理試験結果 材料毎 

水 成分試験結果 材料毎 

混和剤 品質証明書、成分分析表 材料毎 

絶乾比重 

粒度分布、粗粒率 

細骨材 

粘土塊と軟質微片率 

材料毎 

絶乾比重 

材料 

粗骨材 

粒度分布（混合） 

材料毎 

配合試験時 圧縮強度試験（供試体 Cube） 配合毎 

スランプ（Concrete） 材料毎 

空気量 材料毎 

打設時 

温度 材料毎 

コンクリート 

強度 圧縮強度試験（7日、28 日） 材料毎 

鉄筋 材料 品質証明書、引張試験結果 ロット単位 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1)建設資材調達 

本計画における主要建設資材の調達先は、以下のとおりである。 

 

表 3-33 主要建設資材の調達先 

調達先 
項目 

現地 日本 第三国 

路盤材   ○（フィジー）

コンクリート用骨材   ○（フィジー）

普通ポルトランドセメント   ○（フィジー）

コンクリート混和剤   ○（フィジー）

鉄筋  ○  

型枠用木材 ○   

アスファルト材   ○（フィジー）

軽油 ○   

ガソリン ○   

試験機器  ○  

 

(2)建設機械調達 

本計画における主要建設機械の調達先は、以下のとおりである。 

 

表 3-34 主要建設機械の調達先 

調達先 
項目 

現地 日本 第三国 

ブルドーザー  ○  

バックホー  ○  

ダンプトラック  ○  

モータグレーダ  ○  

ロードローラ  ○  

タイヤローラ  ○  

ホイールローダー  ○  

クレーン装置付トラック  ○  

ディストリビュータ  ○  

空気圧縮機  ○  

アスファルトケトル  ○  

散水車  ○  

フォークリフト  ○  

タンパ  ○  

コンクリートプラント  ○  

トラックミキサー  ○  

チップスプレッダ  ○  

発動発電機  ○  
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3-2-4-7 機材供与計画 

機材の受け渡し条件は CIP 公共省機材保管所（ベシオ港近く）とする。 

機材検収、納入指導後、公共省の舗装道路補修 2チームに配置される。 

コンクリートカッターはキ国で生産はされていない、日本あるいは第三国から調達する。 

調達先について公共省と協議を行ったが、公共省は建設機械、車両とも多くの日本製機

材を保有し、性能、品質面からも高い評価を与えている。オペレーターやメカニックも日

本製品の取り扱いに馴染んでいるため、日本製品の調達を希望している。キ国には建設用

機材の代理店は存在せず、公共省は修理や定期交換に必要な部品は直接日本等から購入し

ているが、特に問題は無い。日本製品のみで十分な競争性が確保できない場合は、第三国

調達を本計画に含めることとする。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトでは、公共省において道路の維持管理が既に計画的に行われているため、

ソフトコンポーネントの投入は不要と判断した。 

 

3-2-4-9 実施工程 

日本の無償資金協力の手続きに基づき作成された事業実施工程表は以下のとおりである。 

 

表 3-35 事業実施工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暦年

会計年度

項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

契  交換公文締結(E/N)

約  コンサルタント契約

 現地調査

実  国内解析・詳細設計

 入札図書作成

施  入札図書承認

 PQ公示

設  PQ審査・ 図渡し・現説

 入札

計  入札評価

 業者契約

 資機材調達･輸送

 準備工（用地確保・基準点測量・丁張り等）

 仮設工（ﾍﾞｰｽｷｬﾝﾌﾟ・ﾌﾟﾗﾝﾄ関連）

 構造物工（道路排水構造物）

 路盤工

 舗装工

 道路付帯工

 後片付け

2007年 2008年

  平成19年度  平成18年度

工
　
事
　
工
　
程
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3-3 相手国側負担事業の概要 

3-3-1 我が国の無償資金協力事業における一般事項 

キ国分担の一般事項については、両国間で合意された協議議事録において既に確認され

ているが、ここではその内容を以下に記述する。 

―ストックヤード等の施設の建設に必要な用地、建設に伴い発生する廃棄物処理・残土

処分場を確保する。 

―認証された契約に基づく製品・サービスの供給に関して、受入国で生ずる関税、国内

税およびその他の公課を日本国民に対して免除する。 

―認証された契約に基づく製品・サービスの供給に関して、事業実施のために受入国に

入国し、または滞在する日本国民および第三国人（キ国民以外）に対し、それに必要

な便宜を供与する。 

 

3-3-2 本計画固有の事項 

無償資金協力としての一般的負担事項以外に、本計画特有の相手方負担事項は、以下の

とおりである。 

(1)本件実施のための許可の取得 

－ 本計画にかかわる工事許可 

－ 本計画の環境にかかわる許可 

 

(2)支障物件の移設（電力・電話など地下埋設物） 

電力・電話・水道などの地下埋設物については、キ国で把握している本線は本工事の範

囲よりも深い箇所にあるため影響は受けない。また、個人で敷設している引込線について

はキ国が把握し、移設を行うこととする。 

 

(3)歩道上の支障物件の撤去（ドラム缶・コンテナーなど）および歩道上の整備 

歩道上の支障物件は工事の実施に支障となること、および完成後にも歩行者の安全・円

滑な通行を妨げることから、事前に支障物件の所有者に撤去させる。また、既存の歩道上

の整備についてはキ国側が負担する。 

 

(4)浸透桝の整備 

浸透桝はその機能を果たしていないのみならず、衛生上・安全上も問題があるため、こ

れを埋め戻し、上面を安全に固定することをキ国に申し入れた。 

 

(5)仮設ヤードの確保 

建設業者の建設ヤードのための仮設用地(80m×80m)を提供する。 
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3-3-3 相手国側への要望 

工事を円滑に実施するために相手国側に以下の事項を要望する。 

(1)本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本計画の実施が、交換公文の調印により公式に決定後、速やかに沿線住民もしくはその

代表者を集めた事業説明会を公共省主体で実施すること。 

 

(2)交通安全 

工事期間中の交通整理員による指示に従うように、一般の道路利用者への周知を徹底す

ること。 

 

(3)工事中の不都合の通知の徹底 

工事による通過交通への不都合が多々予想されるため、ラジオ等の広報メディアを通し

て、道路利用者に工事中の不都合の通知を徹底すること。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営維持管理体制 

(1)道路の維持管理体制 

キ国では道路の維持管理を実施できるのは公共省 CES のみであるため、国道のみならず

ベシオ市の管轄する市道の補修も CES が委託されている。また、この CES の主要業務は道

路補修であるが、他にもコーズウェイの護岸、空港の滑走等も維持管理している。 

CES では新規の工事はほとんど行っておらず、この部署の主要業務は既存施設の維持管理

である。38 名が在籍しておりタラワ地域担当とその他の離島地域担当の部署に分かれて、

主として CES が直営で維持管理している。 

南タラワの道路は老朽化と降雨時の排水の問題により、補修してもすぐ別の場所の補修

が必要となるため、CES は年間の道路補修計画を作成し、道路補修作業を実施している。 

 

(2)機材の維持管理体制 

従来、CES は PVU から機材をレンタルしていたが、台湾から供与された機材を所有するに

伴い、CES にオペレーター4名と経験 10 年のメカニック 2名を配属した。 

CES の機材の日常点検と定期整備はメカニックによって行われている。CES は一般工具を

所有しているので、コンクリートカッターの修理程度は容易にできるが、修理設備を所有

していないため、大型機材が故障したときは PVU に修理を委託し、また、車輌の故障の場

合は民間の修理工場に修理を依頼する場合もある。 
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3-4-2 本計画実施後の維持管理業務 

本計画実施後の道路およびコンクリートカッターに関して、以下の維持管理が必要にな

る。 

 

3-4-2-1 道路の維持管理 

(1)日常的維持管理 

通年で必要となる補修等の作業を以下に示す。 

―アスファルト表層面のパッチング（穴埋め） 

―必要に応じた路盤の補修 

―路肩整形（法面整形） 

―側溝や排水横断構造物の清掃 

 

(2)定期的維持管理 

―路盤補修 

―表層打ち替え（オーバーレイ） 

―路肩補修 

現在、上記の維持管理工事は公共省 CES が直営方式で実施しており、体制上の問題は無

い。特に、損傷部分の早期補修が鍵となるため、日常の点検・巡回を十分行うことを要請

する。 

 

3-4-2-2 コンクリートカッターの維持管理 

(1)日常的維持管理 

日常的維持管理はエンジンオイル、燃料、ブレード回転用 V ベルトの遊び点検などの始

業点検、作業終了時の各部清掃、ボルトの締め付けなどの点検を行う。また、定期維持管

理として、エンジンオイル交換、点火プラグ隙間点検などの 50 時間毎、燃料用ストレーナ

の清掃など 200 時間毎の点検交換作業をマニュアルに従って行う必要がある。これらの作

業は CES のメカニック 2名により実施される。 

 

(2)故障時の修理 

コンクリートカッターは比較的簡単な構造なため、通常の故障は CES のメカニックによ

り十分対応できる。CES は一般工具しか保有しておらず、エンジンのオーバーホールを実施

するのに必要な工具が無いため、CES でできない場合は民間の自動車修理工場に修理を依頼

しても十分対応できる。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は 12.75 億円となり、先に述べ

た日本とキ国との負担区分に基づく双方の経費内訳は下記に示す積算条件によれば、以下

のとおり見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

(1)概算事業費 

概算事業費（日本側負担経費）の費目別内訳は、以下のとおりである。 

 

表 3-36 概算事業費 

南タラワ水産業関連道路整備計画              延    長：10.631km 

概算事業費：12.72 億円 

費   目 概算事業費(百万円) 

舗装工 
表層撤去工、不陸整正工、路
盤工、DBST、BST、コンクリー
ト舗装工 

463 

排水工 
L 字側溝工、U字側溝工、集水
桝、吐口工 

336 

付帯工 
縁石工、ハンプ工、道路鋲設
置工、マンホール調整工 

92 

施    設 
(直接工事費) 

その他 
直接経費、技能工派遣費、輸
送梱包費 

50 

941 

共 通 仮 設 費 119 

現 場 管 理 費 66 

一 般 管 理 費 84 

建
設
費 

機 材 調 達 費 1 

設 計 監 理 費 61 

合   計 1,272 

 

(2)キ国負担経費 

「3-3 相手国側負担事業の概要」に示したように、キ国側が負担する経費として計上で

きるものは「歩道上の整備」と「浸透桝の整備」であり、経費を計算すると、29,910AU ド

ル(約 2.68 百万円)となる。 

キ国側の負担による経費の内容を表 3-37 に示す。 

 

表 3-37 キ国負担経費 

経費区分 計算式 現地通貨(AU ドル)

歩道上の整備 1.0m×8700m×1.7AU ドル/m2 14,790

浸透桝の整備 28 カ所×540AU ドル/カ所 15,120

 合計
 

29,910
(2.68 百万円)
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(3)積算条件 

積算条件は以下のとおりである。 

①積算時点   ：2006 年 8 月 

②為替交換レート：1US ドル=116.77 円   1AU ドル=87.98 円 

③施工・調達機関：詳細設計、工事の期間は、「表 3-35 事業実施工程表」に示す。 

④その他    ：積算は日本国政府の無償資金協力制度を踏まえて行うこととする。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1)道路の維持管理費 

前述の本計画の維持管理計画に従って維持管理費を算定すると、表 3-38 のようになる。 

 

表 3-38 主な維持管理項目と費用 

 

(2)コンクリートカッターの維持管理費 

1)燃料・オイル年間消費見積 

供与予定のコンクリートカッター2台を使用して道路の維持管理をする場合の、燃料とオ

イルの年間の消費額を表 3-39 に見積もる。 

 

 

 

 

 

         1AUドル=87.98円

         単位：AU ドル 

形態 サイクル 維持管理内容 仕様 
単

位
単価 作業量 

回数 

10年

当り 

費用 

毎年 パッチング 全舗装面積の 0.1% m2 65 77  9  45,045 

 路盤補修 全舗装面積の 0.1% m2 45 77  9  31,185 

  路肩補修 全延長の 0.1% m 17 21  9  3,213 

  U 字側溝の清掃   m 3 3,174  9  85,698 

日常 

小計(10 年当り) ① 165,141 

5 年目 路盤補修 全舗装面積の 2.0% m2 45 1,548  1  69,660 

  オーバーレイ 全舗装面積の 2.0% m2 20 1,548  1  30,960 

  路肩補修 全延長の 3.0% m 17 641  1  10,897 
定期 

小計 ② 111,517 

①＋② － － － － 276,658 日常・定期整備 

の合計 小計(10 年当り) ③ 276,658 

運営/管理費 日常点検管理 ③の 10.0% 式 27,666 1  1  27,666 

10 年当り維持管理費用 304,324 
総合計 

1 年当り維持管理費用 30,432 

       円換算=  ¥2,677,441
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表 3-39 燃料・オイル年間消費 

（AUドル = ¥ 87.98） 

ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ 
仕様 

台数 
燃料消費量 
リットル  
(2 台/年) 

オイル消費量
リットル  
(2 台/年) 

年間燃料 
消費金額
(AU ドル) 

年間オイル 
消費金額 
(AU ドル) 

年間燃料･オ
イル消費金額
計(AU ドル) 

3.7kw 2 1,194 12 1,283 72 1,355 

        円換算＝   ¥ 119,000 

 

2)維持修理費見積 

供与予定のコンクリートカッターを維持するために必要な年間の修理費を表 3-40 により

積算する。 

表 3-40 維持修理費 

ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ 
仕様 

台数 
維持修理比率 

(40%、6 年間使用) 
新規導入価格 
(AU ドル/台) 

年間維持修理費 
(AU ドル/2 台) 

3.7kw 2 0.4/6 3,410 477 

          円換算＝  ¥ 42,000 

 

上記試算により、日常・定期維持管理あわせて年間の費用負担は、32,264 AU ドル（約

2.9 百万円相当）である。これは公共省 CES の 2006 年維持管理予算額 665,893 AU ドルの

4.8％に相当し、負担は十分可能である。 

 

3-6 協力対象事業の実施に当たっての留意事項 

本計画の対象となる南タラワ道路やタシレレイ道路等の沿道にはコンテナ等の支障物件

が確認されている。これらは本計画の改修工事に支障となる。キ国は分担事業としてその

移設を行わなければならないため、十分な予算措置と執行が求められる。この点について

は基本設計概要説明時に十分協議・確認がなされ、議事録に記載された。 

同様に家庭に引き込まれている電話線や電力線などの道路横断公共埋設物についても、

工事の支障になることから、キ国側の分担事業として移設が必要である。 

また、工事期間中の交通渋滞を軽減し、住民との無用のトラブルを回避するため、公共

省が主体となって道路利用者や住民に対する事前の通知を徹底する必要がある。 
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本プロジェクトの実施により、ベシオ地区、バイリキ地区、ビケニベウ地区で道路状況

が改善され、安全かつ円滑な交通が確保されることから、日常的に道路を利用する南タラ

ワの住民約 4 万人に対する裨益効果が見込まれる。本プロジェクトにおける効果について

は表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 プロジェクト効果 

現状と問題点 協力対象事業での対策 直接効果・改善程度 間接効果・改善程度 

現状の道路は轍ぼれや
ポットホールがあり、
これにより以下の問題
が発生している。 
・ 走行速度の低下によ
り移動時間が増加す
る。 

・ タイヤの摩耗・損傷、
サスペンションなど
の損傷や燃料費が増
加する。 

・ 轍ぼれやポットホー
ルを避けるため、路
肩を走行する車輌が
あり、これにより歩
行者や路肩販売の漁
民との接触といった
交通安全上の問題が
発生する。 

・ 轍ぼれやポットホー
ルにより、漁業道具
などの重い荷物を自
宅や船、売り場等へ
の長い距離の運搬が
困難である。 

・ 将来、ベシオ地区を
中心とした商業地区
と東部の水産業地区
による産業の二分化
が起こり、道路を利
用した水産物流通の
活発化が予想されて
いるが、このような
状況に現況道路は未
対応である。 

道路改修 ・ ベシオ市街地におい
て 現 状 で は 平 均
25km/h 程度(現地調
査)で走行している
が、改修により法定
速度である 40km/h
に近い速度で走行が
可能となる。 

・ タイヤの摩耗・損傷
の減少や燃費の節約
など、利用者の走行
費用が減少する。 

・ 路肩を走行する車輌
が無くなるため、交
通安全が確保され、
事故は減少する。 

・ 漁具などの運搬が容
易となる。 

・ 路肩走行の車輌は、
路肩販売の魚に埃や
水をかけ商品価値を
下げてしまうが、路
肩を走行する車輌が
無くなるため、商品
の劣化が無くなる。

・ 走行性の改善は、CPP
から病院、学校など
の施設へ新鮮な魚を
供給できるようにな
るなど、水産品輸送
の効率を高め、鮮度
を保つことが可能と
なる。 

・ 走行性の改善は将来
の水産物流通の輸送
効率を高めることと
なり、産業の二分化
への対応が可能とな
る。 

道路補修機材が無く、
応急的な補修しかでき
ないため、道路の寿命
が短い。 

コンクリートカッター
の供与 

・ 維持管理の作業が容
易となる。 

・ 十分な補修が行える
ようになり、道路の
寿命が長くなる。 

・ 道路の寿命が長くな
ることにより、維持
管理にかかる労力、
費用が減少する。 
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4-2 課題・提言 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

南タラワの道路ではまず小さなポットホールが発生し、その後の雨と通行車輌の相互作

用により、ポットホールの規模が急速に拡大している。公共省は比較的、道路の維持管理

を良好に行っているが、これまでコンクリートカッターがなかったためにマニュアルとお

りに補修できなかった。このため、補修した箇所が比較的早期に再び損傷するケースが見

られたが、今後は供与されるコンクリートカッターを利用し、マニュアルに従った補修を

行うことで道路状況を良好に維持する必要がある。側溝についても路面排水を促進するた

め、頻繁に清掃しなければならない。 

また、浸透桝はその機能を果たしていないのみならず、衛生上・安全上も問題があり、

これを埋め戻し、上面を安全に固定することが望ましい。 

 

4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

他ドナーの動向を見ると、漁業関連職員の訓練、水産加工機材の供与など水産に関連す

る援助が中心で、本プロジェクトである道路補修との関連性は少なく、他ドナーとの連携

は少ないと考えられる。また、台湾からの無償資金援助において機材購入や道路の維持管

理を行っているが、資金のみの援助であることを考えると、技術面での連携については、

現時点では不要と考えられる。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

本計画は、南タラワにおける主要道路、支線道路の道路舗装と道路整備機材の供与であ

り、これにより、走行性が改善され、水産品の流通改善や漁業者の移動が安易になること

に加え、良好な舗装状態を継続的に保つことで、長期的な効果の維持を図ることが可能と

なる。これにより、漁民生活の改善に直接的に寄与することから、本計画の妥当性が確認

できる。 

 

4-4 結論 

本計画は、前述のように多大な成果が期待されると同時に、広く住民の利便性の向上に

寄与するものであることから、協力対象事業に対して、我が国の無償資金協力で実施する

ことの妥当性が確認される。これらの成果を長期的に機能させるための施設完成後の維持

管理に関しても、キ国実施機関のこれまでの実績を考慮すると、十分に対応可能と考える。 
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資料１ 調査団員氏名・所属 

 
(1)基本設計調査 

担 当 所 属 氏 名 
総括 JICA フィジー事務所長 武下 悌治 

計画管理 
JICA 無償資金協力部業務第三グループ 
農漁村開発チーム 

長澤 直毅 

業務主任/道路交通計画/環境
社会配慮 

株式会社 建設企画コンサルタント 小山 次郎 

道路設計/自然条件調査 株式会社 建設技研インターナショナル 山崎 竜一 
機材・調達計画/積算 株式会社 建設企画コンサルタント 井上 剛  
施工計画/積算 三井共同建設コンサルタント株式会社 古賀 功次 
業務調整 株式会社 建設企画コンサルタント 渡辺 幹治 
 
 
(2)基本設計概要説明調査 

担 当 所 属 氏 名 
副総括 JICA 経理部 藤井 秀樹 
業務主任/道路交通計画/環境
社会配慮 

株式会社 建設企画コンサルタント 小山 次郎 

道路設計/自然条件調査 株式会社 建設技研インターナショナル 山崎 竜一 
 
 



 資料-2

資料 2 調査行程 

 
(1)基本設計調査 

日数 月 日  移動 宿泊地 調査内容 備考 
1 7月 18 火 東京－ 機中 移動日 小山、山崎、井上、

古賀団員のみ 
2  19 水 シドニー ナディ 移動日 
3  20 木 ナディ タラワ 移動／水産・海洋資源開発省と協議  
4  21 金  タラワ 水産・海洋資源開発省と協議／公共事業省

と協議 
5  22 土  タラワ 現地調査 
6  23 日  タラワ 資料整理 
7  24 月  タラワ 公共事業省と協議 
8  25 火  タラワ 水産・海洋資源開発省と協議 
9  26 水  タラワ 公共事業省と協議  

10  27 木  タラワ 公共事業省、水産・海洋資源開発省立ち会
いの対象区間確認調査 

渡辺団員到着 

11  28 金  タラワ 公共事業省と協議／現地調査 
12  29 土  タラワ 現地調査 
13  30 日  タラワ 資料整理／団内会議 
14  31 月  タラワ 公共事業省と協議／水産・海洋資源開発省

と協議 
15 8月 1 火  タラワ 資料収集／現地調査 
16  2 水  タラワ 水産・海洋資源開発省と協議／公共事業省

と協議 
 

17  3 木  タラワ 資料収集／現地調査 井上団員出発 
18  4 金  タラワ 現地調査／資料整理 
19  5 土  タラワ 現地調査／資料整理 武下団長、長澤団

員到着 
20  6 日  タラワ 資料整理／団内会議 
21  7 月  タラワ 現地調査  
22  8 火  タラワ 水産・海洋資源開発省表敬訪問／公共事業

省表敬訪問／ミニッツ協議 
23  9 水  タラワ ミニッツ協議／ミニッツ署名 
24  10 木 タラワ－

スバ 
スバ 移動日 武下団長、長澤・

小山・古賀団員出
発 

25  11 金  ナディ JICAフィジー事務所報告／大使館報告 武下団長、長澤・
小山・古賀団員 

26  12 土  タラワ 現地調査／資料整理  
27  13 日  タラワ 現地調査／資料整理  
28  14 月  タラワ 現地調査／資料収集  
29  15 火  タラワ 現地調査／資料収集  
30  16 水  タラワ 現地調査／資料収集  
31  17 木  タラワ 現地調査／資料収集 山崎団員出発 
32  18 金  タラワ 現地調査／資料収集  
33  19 土  タラワ 現地調査／資料収集  
34  20 日  タラワ 現地調査／資料収集  
35  21 月  タラワ 現地調査／資料収集  
36  22 火  ナンディ 移動日 渡辺団員出発 
37  23 水 －東京  移動日  
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(2) 基本設計概要説明調査 

日数 月 日  移動 宿泊地 調査内容 備考 
1 10月 31 火 東京－ 機中 移動日  
2 11月 

 
1 水 シドニー ナディ 移動日 

3  2 木 ナディ タラワ 移動／水産・海洋資源開発省／公共事業省
と協議 

 

4  3 金  タラワ 水産・海洋資源開発省／公共事業省に基本
設計報告書（ドラフト）の説明 

5  4 土  タラワ 現地調査 
6  5 日  タラワ 団内打ち合わせ 
7  6 月  タラワ 水産・海洋資源開発省／公共事業省と協議 
8  7 火  タラワ 水産・海洋資源開発省／公共事業省と協議 

M/D署名 
9  8 水  タラワ 現地調査／土地環境省と協議  

10  9 木 タラワ－
スバ 

スバ 移動日  

11  10 金 ナディ－ ナディ 在フィジー大使館／JICA事務所へ報告 
12  11 土 －東京 東京 移動／帰国 
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資料 3 関係者(面会者)リスト 

Ministry of Fisheries and Marine Resources Development （水産・海洋資源開発省） 
Mr. David Yeeting Permanent Secretary 前次官 
Mr. Peter Tong Secretary 現次官 
Mr. Takuia Uakeia Deputy Secretary 次官補 
Mr. Kasuse Teviariti Senior Assistance Secretary 上級事務官 
Ms. Tooti Telkinaiti Principal Fisheries Officer 水産局主任事務官 
Mr. Kaon Tianere Senior Resource Economist 上級資源経済担当官
岡田半太郎 Fisheries Development Expert 水産開発専門家 
   
Ministry of Public Works and Utilities （公共事業省） 
Mr. James Taom Redfern Minister 前大臣 
Mr. Taakei Taoaba Permanent Secretary 前次官 
Mrs. Reina Timau Secretary 現次官 
Mr. Eita Metai Director of Public Works Division 公共事業局長 
Mr. Moanataake Beiabure Acting Ag. Director 公共事業副局長 
Mr. Tiaon Kabaua Civil Engineer 土木部部長 
   
Ministry of Environment, Lands and Agriculture Development （環境・土地・農業開発省） 
Mr. Forran Redfern Environment Inspector  環境検査官 
Mr. Puta Tofinga Assistant Environment Impact 

Assessment Officer 
環境影響評価官補 

Ms. Taouea Titaake Development Control Officer 環境管理官 
Mr. Romano Reo Chief Surveyor 主任測量士 
   
Ministry of Communication, Transport and Tourism （通信・運輸・環境省） 
Mr. Moreti Tibiriano Chief of Weather Center 気象庁主任 
   
Ministry of Finance and Economic Development （財務・経済開発省） 
Mrs. Wiriki Tooma Deputy Secretary 次官補 
Mrs. Nooma Yeeting Senior Economist 上級経済専門家 
Mrs. Saitofi Milka Economist 経済専門家 
   
Betio Town Council （ベシオ市庁） 
Mr. Boutaake Tengkam Clerk 事務官 
   
在フィジー日本大使館   
宮田 健二  公使 
高屋 繁樹  一等書記官 
   
JICAフィジー事務所   
武下 悌治  所長 
池 哲広  次長 
鈴木 央  所員 

 



 資料-5

資料 4 討議議事録（M/D） 

(1) 基本設計調査 
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(2) 基本設計概要説明調査 
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資料 5 事業事前計画表(基本設計時) 
1. 案件名 

キリバス共和国南タラワ水産業関連道路整備計画基本設計調査 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

キ国の水産業は、南タラワの 75%の世帯(3,397 世帯)が何らかの形で漁業活動を行って

いる重要な収入源であり、特に離島ではタラワ島への出荷を主眼においた漁業が盛んに行

われている。また、水産物は重要な動物性タンパク質の供給源となっていることからも、

水産業はキ国の経済および国民生活に密接な関係を持っている。水産物の流通ではベシオ

港に隣接する総合水産会社（CPP：Central Pacific Producers Ltd.）が離島などから運

ばれた魚を南タラワ内の病院や学校、ホテルといった大口消費施設へ配送している。一般

漁民は漁業道具や燃料の運搬に道路を利用しているだけではなく、漁船の停泊場所までミ

ニバスで移動している。このように水産物の輸送や漁業者の移動には車輌が利用されてい

るため、道路交通インフラは島民の生活や一般の経済活動はもちろん、水産物の流通や漁

業者の移動に重要な役割を果たしている。 

しかし、①近年の人口増加に伴って道路交通量が増加したこと、②細長い島の形状から

道路を並行して複数本整備することが難しいために既存道路に交通が集中すること、③多

くの道路が 1950 年代に整備されたために老朽化による道路の損耗が激しいこと、④歩道

およびバス待合所等の安全施設や排水溝が整備されていないこと等、多くの問題を抱えて

おり、円滑かつ安全な交通の妨げとなり、水産物の流通、漁業者の移動に影響を及ぼして

いる。 

かかる状況の中、交通事故の増加等、近年の流通・交通事情の悪化を改善するために、

キ国は道路整備を重要課題とし、南タラワにおける道路整備計画を策定し、そのうちの南

タラワ市街部の道路整備に係る無償資金協力を我が国に対して要請した。 

本プロジェクトは、交通事故の増加など、近年の流通・交通事情の悪化を改善するため、

ベシオ地区、バイリキ地区、ビケニベウ地区の道路改修により安全かつ円滑な流通・交通

が確保されるとともに、機材供与により十分な維持管理が行われるようになり、南タラワ

の流通・交通が円滑化されることで水産業の振興に貢献することを目的とする。 

3. プロジェクト全体計画概要 *下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動および投入 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 
ベシオ地区、バイリキ地区、ビケニベウ地区で道路状況が改善され、安全かつ円滑

な交通が確保される。 

裨益対象：南タラワ住民約 4万人 

(2)プロジェクト全体計画の成果 

・南タラワ(ベシオ地区、バイリキ地区、ビケニベウ地区)にて 10.6km(要請は 11.4km

であったが現地調査の結果 10.6kmとなった)の道路が整備される。 

・道路整備機材(コンクリートカッターおよび交換部品)が配備され定期的な道路補修

が行われる。 

(3)プロジェクト全体計画の主要活動 

2007年(1年間)に南タラワにおける対象区間の 10.6km間の道路改修工事を行う。 

(4)投入（インプット） 

ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 12.72億円 

イ 相手国側 

(ア)歩道上の整備 

(イ)浸透桝の整備 

(ウ)地下埋設物の移設 

(エ)仮設ヤードの確保 

(5)実施体制 

主管官庁：キリバス国 水産・海洋資源省 

実施官庁：キリバス国 公共事業省 
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4. 無償資金協力案件の内容 

(1)サイト 

以下の各地区の道路の改修 

・ベシオ地区  ：南タラワ道路(ベシオ地区内)、ジェッティ道路、タシレレイ道路、

ポリスライン道路 

・バイリキ地区 ：南タラワ道路(バイリキ地区内)、フロンテージ道路、タボニカバ

ウエア道路、TAP道路、ワーフ道路 

・ビケニベウ地区：南タラワ道路(中央病院前) 

(2)概要 

ベシオ地区(7.86km)、バイリキ地区(2.49km)、ビケニベウ地区(0.28km)の合計

10.63kmの道路改修と機材供与(コンクリートカッターと交換部品) 

(3)相手国側負担事項 

①歩道上の整備 

②浸透桝の整備 

(4)概算事業費 

概算事業費 12.88億円（無償資金協力 12.85億円、相手国側負担 0.03億円） 

(5)工期 

詳細設計・入札期間を含め約 14ヶ月（予定） 

(6)貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

道路補修による走行性の向上は、新鮮な魚の輸送が可能になるとともに商品価値が

向上する。これにより、漁民の経済的支援と安定的な食糧輸送が可能となり、長期的

には貧困削減や人間の安全保障につながる。 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

高潮、地震など予想を超える災害が発生しない 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1)プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果指標 現状(2006年) 将来(2008年以降) 

走行速度(ベシオ市内) 約 25km/h 約 40km/h 

(2)その他の成果指標 

なし 

(3)評価のタイミング 

2008年以降（施設供用開始後） 
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資料 6 参考資料／入手資料リスト 

 

番号 名称 資料形態
オリジナル

／コピー 
発行機関 発行年

1 Environment Act 1999 

資料 コピー 

Ministry of Environment and 
Social Development, 
Environment and Conservation 
Division 

1999 

2 Environment Act 1999 Section 53 
Environment Regurations 2001, 
Republic of Kiribati 

資料 コピー 

Ministry of Environment and 
Social Development, 
Environment and Conservation 
Division 

2001 

3 Establishment Register 2006 資料 コピー Government of Kiribati 2006 

4 Betio Port Dues, Fees & Tariff 資料 コピー Kiribati orts Authority 2004 

5  Harmonized System Nomenclature of 
Kiribati 

資料 
(関係 
部分) 

コピー 
Ministry of Finance & 
Economic Development - 

6 
Manitenance Procedures for Bitumen 
Road Repairs 

資料 
(関係 
部分) 

コピー 
Australia Aid 

 1998 

7 Handbook, Recommendations for the 
Construction and Maintenance of 
Butimen Road Surfaces 

資料 
(関係 
部分) 

コピー 
British Development  

- 

8 Budget of Civil Engineering Section
資料 コピー 

Ministry of Public Works and 
Utilities 

2006 

9 BTC and TUC Sealed Roads Maintenance 
Work Programme 2004 

資料 コピー 
Civil Engineering Services 

2004 

10 Project Document 資料 コピー Civil Engineering Services 2004 

11 Civil Weekly Report 資料 コピー Civil Engineering Services 2006 

12 Road Summary 資料 
(関係 
部分) 

コピー 
Civil Engineering Services 

1999 

13 Allocation of Vehicles-December 
2005 

資料 コピー 
Kiribati Government Plant & 
Vehicle unit 

2005 

14 Plant and Vehicle Unit Structure 
資料 コピー 

Kiribati Government Plant & 
Vehicle unit 

- 

15 Heavy Plant List 
資料 コピー 

Kiribati Government Plant & 
Vehicle unit 

2006 

16 Cost Estimate, Construction Repair 
Work 

資料 コピー 
Civil Engineering Section 

2005 

17 Cost Estimate, Matabou-Tebuange 
Nonouti Island 

資料 コピー 
Civil Engineering Services 

2006 
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